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第１１０回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

 

 

第１１０期（2021年1月1日から2021年12月31日まで） 

 

①連結計算書類の連結注記表 

②計算書類の個別注記表 

 

 

 

 

リョービ株式会社 

   本内容は、法令及び当社定款第 16 条の規定に基づき、当社 

   ホームページ（ https://www.ryobi-group.co.jp/ ）に掲載 

しているものです。 
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【連結注記表】          
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）       
１．連結の範囲に関する事項         
（１）連結子会社      17社 

主要な連結子会社の社名は次のとおりです。 
リョービミラサカ（株） 
リョービミツギ（株） 
（株）東京軽合金製作所 
生野（株） 
豊栄工業（株） 
リョービMHIグラフィックテクノロジー（株） 
リョービダイキャスティング(USA),INC. 
アールディシーエム，S. de R.L. de C.V. 
リョービアルミニウムキャスティング(UK),LIMITED 
利優比圧鋳（大連）有限公司 
利優比圧鋳（常州）有限公司 
リョービダイキャスティング（タイランド）CO.,LTD. 
利佑比（上海）商貿有限公司 
RDCHC,LLC.は当連結会計年度において新たに設立したことにより、連結の範囲に含めています。 
リョービホールディングス(USA),INC.については、当連結会計年度においてリョービダイキャスティング
(USA),INC.が吸収合併したため、連結の範囲から除いています。 

 
（２）非連結子会社          2社 

非連結子会社は、（株）伸和、リョービライフサービス（株）です。 
非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等がいず 

れも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除いています。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法を適用した関連会社     1社 

持分法を適用した関連会社は、京瓷利優比（大連）机器有限公司です。 
 
（２）持分法を適用しない子会社    2社 

持分法を適用しない会社は、（株）伸和、リョービライフサービス（株）です。 
持分法を適用しない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、 

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法 
の適用範囲から除いています。         

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しています。    
 

４．会計方針に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
イ 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
により算定しています）。 
 

ロ 時価のないもの 
移動平均法による原価法。  

 
②デリバティブ        

時価法。 
 
③たな卸資産 
イ 製品及び仕掛品 

当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下 
げの方法により算定）。ただし、金型については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 
簿価切下げの方法により算定）。 
在外連結子会社は主として先入先出法による低価法。 
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ロ 原材料、貯蔵品及び仕入商品 
当社及び国内連結子会社のダイカストは主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基 

づく簿価切下げの方法により算定）。その他は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低 
下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 
在外連結子会社は主として先入先出法による低価法。 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法。 
 

②無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法。 
      

③リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。     

            
（３）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸 
念債権及び破産更生債権等特定の債権については財務内容評価法により計上しています。 
なお、在外連結子会社は貸倒見積額を計上しています。 

 
②賞与引当金 

従業員の賞与の支払いにあてるため、当社及び国内連結子会社は、支給見込額に基づき計上しています。  
 
③役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当社は支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しています。 
 
（４）退職給付に係る会計処理の方法 
①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付 
算定式基準によっています。 

 
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）による定額法に 
より費用処理しています。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の 
一定の年数（主として14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して 
います。 
なお、国内連結子会社2社は役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。 

 
（５）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 
なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しています。 
 

（６）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。 
なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たす場合は、特例処理を採用しています。  
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
イ ヘッジ手段 

デリバティブ取引。 
      

ロ ヘッジ対象 
相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固

定されその変動が回避されるもの。  
 
 



4 
 

③ヘッジ方針 
外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクに対し、為替予約取引（主に包括ヘッジ）をヘッジ手 

段として利用します。また、変動金利の借入金等の金利変動リスクに対し、金利スワップ取引をヘッジ手段として利 
用します。 
 

④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動 

の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しています。 
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 
            

（７）その他連結計算書類作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっています。 

 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更） 
表示方法の変更 
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当連結会計年度の年度
末に係る連結計算書類から適用し、「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載しています。 

 
（会計上の見積りに関する注記） 
１．固定資産の減損 
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 
 

（単位：百万円） 

 ダイカスト 印刷機器 

（連結貸借対照表）   

有形固定資産 110,503 4,190 

（連結損益計算書）   

減損損失 3,993 － 

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社グループは主として事業会社を１つの資産グループとし、売却予定資産、遊休資産については個々の資産を資
産グループとして減損の兆候の有無を判定しています。 
減損の兆候がある資産または資産グループについて、将来キャッシュ・フロー等を見積り、減損テストを実施して

います。減損テストの結果、減損が必要と判断された資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減損処理をして
います。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の額としており、使用価値は取締役会で承認され
た事業計画を基礎として見積りを行った将来キャッシュ・フローの割引現在価値としています。なお、売却予定資産
の回収可能価額については、売却予定価額に基づく正味売却価額により算定し、遊休資産の回収可能価額については、
不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により算定しています。 
将来キャッシュ・フローについては、得意先の予想生産台数や市場環境の変化予測、原価低減計画等を基礎として 

策定された事業計画に基づき見積りを行っています。 
得意先の予想生産台数や市場環境の変化予測に関する主要な仮定は以下のとおりです。 
・新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の感染拡大の影響につきましては、今後の広がりや収束時期を正確に把握

することは困難な状況にありますが、現時点では2022年12月期にかけて一定程度回復し、その後も回復を続け
ると仮定しています。 

・自動車業界における半導体供給不足の影響につきましては、解消時期を正確に把握することは困難な状況にあり
ますが、現時点では2022年12月期の一定期間にわたり当該影響が継続すると仮定しています。 

   これらの仮定は、今後の市場動向等の不確実性の影響を受ける可能性があり、将来キャッシュ・フローの見積りを
修正した場合には、固定資産の減損損失が追加で発生する可能性があります。 
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（未適用の会計基準等） 
｢収益認識に関する会計基準｣（企業会計基準第29号 2020年3月31日 企業会計基準委員会） 
｢収益認識に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日 企業会計基準委員会） 
 

１．概要 
    国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計基

準の開発を行い、2014 年 5 月に｢顧客との契約から生じる収益｣（IASB においては IFRS 第 15 号、FASB においては
Topic606）を公表しており、IFRS第15号は 2018年 1月 1日以後開始する事業年度から、Topic606は 2017年12月
15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括
的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

    企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第 15号と整合性
を図る便益の 1つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第 15号の基本的な原則を取り入れることを出発
点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまでわが国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合に
は、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされています。 

 
２．適用予定日 
   2022年12月期の期首から適用します。 
 
３．当該会計基準等の適用による影響 
   ｢収益認識に関する会計基準｣等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中です。 

 
（連結貸借対照表等に関する注記） 
１．非連結子会社等に対する項目 

非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。 
 
 
 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額 226,253 百万円 

３．一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律（平成11年3月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行っています。 
・再評価の方法 
  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号及び第4号に定める 
 方法により算定しています。 
・再評価実施日 
2002年3月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  
△ 918百万円         

 
４．担保に供している資産及び担保付債務 

担保に供している資産         
 
 
 
 
  

担保付債務 
 
 
  
５．保証債務 
   得意先のリース契約に対する保証額 
 
  
 
 
 
 

投資有価証券（株式）   
投資有価証券（出資金） 

313 
2,312 

百万円 
 

合計 2,625  

建物及び構築物 1,429 百万円 
機械装置及び運搬具 491  
土地 1,894  

合計 3,815  

短期借入金  400 百万円 

合計 400  

得意先 3社   31 百万円 

合計 31  
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 32,646,143 株 
 
２．剰余金の配当に関する事項 
（１）配当金支払額         

2021年8月5日開催の取締役会決議による配当に関する事項 
・配当金の総額 323 百万円 
・１株当たり配当額  10 円 
・基準日 2021年6月30日  
・効力発生日 2021年9月1日  

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2022年3月29日開催の第110回定時株主総会において次のとおり付議します。 
・配当金の総額 323 百万円 
・１株当たり配当額  10 円 
・基準日 2021年12月31日  
・効力発生日 2022年3月30日  

    
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。 
 
（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
   当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性、流動性の高い有価証券等に限定し、資金調達につ

いては銀行等金融機関からの借入によっています。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に
沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価の
把握を行っています。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の借入の金
利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しています。なお、デリバティブは実需
の範囲で行うこととしています。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 

2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注2）参照） 

 
（単位：百万円） 

 連結貸借対照表 
計上額（※２） 

時価（※２） 差額 

（１）現金及び預金 28,538 28,538 － 

（２）受取手形及び売掛金 44,327   
   貸倒引当金（※１） △30   

 44,297 44,297 － 

（３）有価証券 740 740 － 

（４）投資有価証券    
その他有価証券 11,970 11,970 － 

（５）支払手形及び買掛金 (41,606) (41,606) － 

（６）短期借入金 (36,498) (36,498) － 

（７）社債（１年内償還予定を含む） (1,500) (1,499) △0 

（８）長期借入金（１年内返済予定を含む） (35,771) (35,848) 77 

（９）デリバティブ取引      
ヘッジ会計が適用されていないもの (2) (2) － 

（※１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しています。 
（※２）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
（注１）金融商品の時価の算定方法、並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

①（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、並びに（３）有価証券 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

②（４）投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

③（５）支払手形及び買掛金、並びに（６）短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 
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    ④（７）社債（１年内償還予定を含む）、並びに（８）長期借入金（１年内返済予定を含む） 
       これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しています。 
⑤（９）デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定し、正味の債
権・債務は純額で表示しています。 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理しているため、そ
の時価は、当該借入金の時価に含めて記載しています。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

                           （単位：百万円） 

種類 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 1,176 
非連結子会社株式 313 
関連会社出資金 2,312 

合計 3,802 

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握するこ 
とが極めて困難と認められるため、「（４）投資有価証券」には含めていません。  

 
（賃貸等不動産に関する注記） 

当社及び連結子会社では、賃貸等不動産を有しているが、重要性が乏しいため、記載を省略しています。 
 

（１株当たり情報に関する注記） 
１株当たり純資産額 3,797円  69銭 
１株当たり当期純損失（△） △135円  87銭 

 
（減損損失に関する注記） 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。 
 
１．減損損失を認識した資産グループの概要 

（単位：百万円） 

場所 用途 種類 減損損失計上額 

英国 
アントリム州 
キャリクファーガス市 

事業用資産 

建物及び構築物 
機械装置及び運搬具 
土地 
建設仮勘定 
その他 

3,993 

広島県庄原市 ゴルフ場運営用資産 

建物及び構築物 
機械装置及び運搬具 
土地 
その他 

140 

 
２．資産のグルーピングの方法 
   当社グループは、主として事業内容を基にグルーピングを行っています。 
 
３．減損損失の認識に至った経緯 

収益性の低下により投資額の回収が困難であると見込まれるため、上記資産について、帳簿価額を回収
可能価額まで減額しています。 
 

４．回収可能価額の算定方法 
事業用資産については、回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを 8.22％

で割り引いて算定しています。 
ゴルフ場運営用資産については、回収可能価額を正味売却価額により測定しており、処分見込価額に基

づいて算定しています。 
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５．減損損失の金額 
減損損失4,134百万円は特別損失に計上しており、その内訳は、次のとおりです。 
建物及び構築物 744 百万円 
機械装置及び運搬具 2,371  
土地 119  
建設仮勘定 857  
その他 41  

 計 4,134  
 

なお、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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【個別注記表】 
（重要な会計方針）  
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１）子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法。  
     

（２）その他有価証券  
①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 
り算定しています）。 
 

②時価のないもの 
移動平均法による原価法。      

           
２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ 
時価法。 

 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）製品及び仕掛品 
①ダイカスト 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています）。 
 

②金型 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています）。 

 
（２）原材料、貯蔵品及び仕入製品 
①ダイカスト 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています）。 
 
 ②建築用品 

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定していま 
す）。  
 

４．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法。      
なお、主な耐用年数は次のとおりです。      
建物           3～50年    
構築物          3～50年    
機械及び装置       5～12年    
車両運搬具        4～ 7年    
工具、器具及び備品    2～20年    

 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法。      
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しています。 

 
（３）リース資産          

所有権移転外ファイナンス・リース 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。     

            
５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
       
６．引当金の計上基準          
（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等 
特定の債権については財務内容評価法により計上しています。     
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（２）賞与引当金 
従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき計上しています。  

 
（３）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上しています。 
 
（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度 
末において発生していると認められる額を計上しています。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定 

式基準によっています。 
 

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処理 

しています。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定 

額法により按分した額を、それぞれの発生の翌事業年度から費用処理しています。 
 
（５）債務保証損失引当金 
   債務保証等による損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しています。 
 
７．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。 
なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たす場合は、特例処理を採用しています。  

     
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象       
①ヘッジ手段 

デリバティブ取引。 
 

②ヘッジ対象 
相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定 

されその変動が回避されるもの。 
    

（３）ヘッジ方針 
外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクに対し、為替予約取引（主に包括ヘッジ）をヘッジ手段 

として利用します。 
また、変動金利の借入金等の金利変動リスクに対し、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用します。 
 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しています。 
   ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。  

       
８．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（１）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類に 
おけるこれらの会計処理の方法と異なっています。      

    
（２）消費税等の会計処理         

税抜方式によっています。 
 
（計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更） 
表示方法の変更 
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度の年度末に
係る計算書類から適用し、「個別注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載しています。 
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（会計上の見積りに関する注記） 
１．固定資産の減損 
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 
 

（単位：百万円） 

 ダイカスト 

（貸借対照表）  

 有形固定資産 30,835 

（損益計算書）  

 減損損失 － 

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）１．固定資産の減損（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積 
りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しています。 

 
２．関係会社投融資の評価 
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 
 

（単位：百万円） 

 当事業年度 

（貸借対照表）  

短期貸付金 6,604 

貸倒引当金（流動） 1,554 

関係会社株式 17,789 

関係会社出資金 29,041 

債務保証損失引当金 1,874 

（損益計算書）  

関係会社株式評価損 1,678 

貸倒引当金繰入額（特別損失） 1,671 

債務保証損失引当金繰入額 1,874 

 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

市場価格のない関係会社株式及び関係会社出資金については、実質価額が取得原価に比べて著しく低下した場合に 
は、事業計画等を基礎として回復可能性を見積り、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、取 
得原価を実質価額まで減損処理しています。 
また、関係会社において債務超過となった場合は、債務超過の金額に応じて貸倒引当金及び債務保証損失引当金を 

計上しています。 
関係会社投融資の評価は、主に関係会社の固定資産の減損に影響を受けることから、見積りの主要な仮定について 

は「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）１．固定資産の減損（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積 
りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しています。 

 
（貸借対照表に関する注記）  
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 13,300 百万円 
短期金銭債務 13,185  

 
２．有形固定資産の減価償却累計額 86,234 百万円 
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３．保証債務 
関係会社の銀行借入等に対する債務保証 

リョービダイキャスティング(USA),INC. 8,116 百万円 
リョービアルミニウムキャスティング(UK),LIMITED 5,223  
利優比圧鋳（常州）有限公司 10,596  
リョービダイキャスティング（タイランド）CO.,LTD. 2,272  
リョービＭＨＩグラフィックテクノロジー（株） 360  

得意先のリース契約に対する保証 
 
 
         

（注）上記の金額は、債務保証損失引当金控除後の金額で表示しています。 
 
（損益計算書に関する注記）   

関係会社との取引高  
売上高 5,710 百万円 
仕入高 29,099  
営業取引以外の取引高 393  

 
（株主資本等変動計算書に関する注記）      

当事業年度末における自己株式の種類及び数 
普通株式 277,412 株 

 
（税効果会計に関する注記）       
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳      

繰延税金資産  
退職給付引当金 1,733 百万円 
関係会社株式 3,130  
減損損失 223  
貸倒引当金 791  
債務保証損失引当金 568  
税務上の繰越欠損金 1,083  
その他 623  

繰延税金資産小計 8,154  
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 4,794  

繰延税金資産合計 3,359  
繰延税金負債          

その他有価証券評価差額金 2,262 百万円 
前払年金費用 1,506  
その他 89  

繰延税金負債合計 3,858  

繰延税金資産（又は負債）の純額 △ 499  

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 30.31 ％ 
（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない項目 △ 0.59  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 20.78  
住民税均等割 △ 0.89  
税額控除 1.03  
評価性引当額の増減 △ 49.44  
海外子会社配当源泉税 △ 6.83  
その他 0.03  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 5.60 ％ 

 
 
 
 
 

得意先 2社 29  

 26,598  
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（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社及び関連会社等          

                                    （単位：百万円） 

属性 
会社等の名称また

は氏名 

議決権等の 
所有 

(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引内容 
取引 
金額 
(注4) 

科目 
期末 
残高 

子会社 リョービ 
ミラサカ（株） 

所有 
直接96.2％ 

同社製品の 
仕入 
 

資金の貸付 

ダイカスト 
製品の仕入 
(注1) 
 
資金の貸付 
(純額)(注2) 

11,924 
 
 
 

△800  

買掛金 

 

短期貸付金  

614 
 
 
 

5,050 

子会社 リョービ 
ミツギ（株） 

所有 
直接99.6％ 

資金の借入 資金の借入 
(純額)(注2) 

△100 短期借入金 2,000 

子会社 （株）東京軽合金 
製作所 

所有 
直接67.9％ 

資金の借入 資金の借入 
(純額)(注2) 

－ 短期借入金 3,500 

子会社 生野（株） 所有 
直接100％ 

同社製品の 
仕入 

アルミニウム 
二次合金地金
の仕入(注1) 

4,089 電子記録 
債務 
 

買掛金 

1,967 
 
 

396 

子会社 豊栄工業（株） 所有 
直接68.8％ 
  

資金の借入 
役員の兼任  

資金の借入 
(純額)(注2)  

100  短期借入金 1,850 

子会社 リョービ 
ダイキャス 
ティング
(USA),INC. 

所有 
直接100％ 

債務保証 債務保証(注3) 8,116  － － 

子会社 リョービ 
アルミニウム 
キャスティング
(UK),LIMITED 

所有 
直接100％ 

債務保証 
  

債務保証(注3)  7,098  債務保証損
失引当金 

 

1,874 

 

 

子会社 利優比圧鋳 
（常州） 
有限公司 

所有 
直接100％ 

債務保証 
 
役員の兼任 

債務保証(注3) 
 
 

10,596 
 
 

－ 

 

－ 

 

子会社 リョービ 
ダイキャス 
ティング 
 （タイランド） 
CO.,LTD. 

所有 
直接100％ 

債務保証  債務保証(注3) 2,272 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等   
(注1)製品仕入については、一般取引と同様に市場価格及び同社の総原価を勘案し決定しています。 
(注2)資金の貸付･借入については、市場金利を勘案して協議決定しています。 
(注3)債務保証については、金融機関よりの借入金等に対して当社が保証を行っています。 
(注4)上記(注1)の金額のうち、取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 
       

（１株当たり情報に関する注記） 
１株当たり純資産額 2,206円 73銭 
１株当たり当期純損失（△） △104円 18銭 

  
 


